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野党、「安倍談話」を追及へ＝安保は維新対案で駆け引き－国会
　週明けの国会で与党は、維新の党による安全保障関連法案への対案提出をてこに、法案審議を進めたい考えだ。一方、民主党など野党は政権批判を強めており、２４日に安倍晋三首相も出席して開かれる参院予算委員会集中審議では、戦後７０年談話などをめぐり首相の見解を追及する。
　首相は７０年談話で、自身の歴史認識に神経をとがらせる中韓両国などを意識、先の大戦に関する「反省」や「おわび」の表現を盛り込み、謝罪の意思を示した。ただ、過去の首相談話を引用する形のため、民主党は「首相がどう考えているのか伝わってこない」（岡田克也代表）と批判。２４日の参院予算委では、小川敏夫元法相らが首相本人の認識なのかどうかをただす。
　安保法案については２５日に首相出席の下、参院平和安全法制特別委員会の集中審議が行われる。同日の質疑を終えれば審議時間は約５７時間となり、衆院（１１６時間）の約半分に到達する。与党は、政府案と維新案を並行審議し、採決環境の整備を急ぎたい考え。　
　これに対し民主党は、維新案を含め質疑時間が積み重なれば、与党側が採決の口実にしかねないと警戒。維新案の扱いについても、複雑な駆け引きが展開されそうだ。与党は採決への協力を期待し、維新との修正協議も同時に進める考え。
　一方、多額の金銭トラブルが発覚して自民党を離党した武藤貴也衆院議員の問題も尾を引いている。武藤氏は近く記者会見を開き、経緯について説明する予定だが、野党は事実関係の調査を行わずに離党を認めた自民党の対応も含め、追及を継続していく構えだ。（時事通信2015/08/22-18:50）2015/08/22-18:50

岡田代表 安保法案成立阻止に全力尽くす
NHK　8月23日 14時12分
民主党の岡田代表は、国会前で開かれた安全保障関連法案に反対する集会であいさつし、「国会の中と外で、ともに戦っていくことが不可欠だ」と述べ、法案に反対する世論と連携し、成立阻止に全力を尽くす考えを示しました。
この中で、民主党の岡田代表は、安全保障関連法案について、「『政府の説明は不十分だ』という人の数は全く変わらず、国民の理解は深まっていない。最近は高校生など若者や、子どもを育てる母親たちからも、法案を通してはならないという声が強まっている」と指摘しました。
そのうえで、岡田氏は「国会では残念ながら民主党は少数だ。法案を阻止するためには、国会の外でより多くの人に声を上げてもらい、国会の中と外で、ともに戦っていくことが不可欠だ」と述べ、法案に反対する世論と連携し、成立阻止に全力を尽くす考えを示しました。
産経新聞　2015.8.23 20:11更新 

民主、安保反対は“街頭”頼み　岡田氏、連合集会で「私たちは少数」

民主党の岡田代表＝２３日、国会前
　民主党の岡田克也代表は２３日、連合が国会前で主催した集会に参加し、安全保障関連法案の成立阻止に向けた共闘を呼び掛けた。最近の民主党は街頭演説などで世論を巻き込んで反安倍晋三政権を訴える戦略にシフトしつつある。国会で数の劣勢にあえぎ、論戦でも行き詰まり感が漂う中、頼みは“場外戦”のようだ。
　岡田氏はあいさつで「国会で残念ながら私たちは少数だ。法案を阻止するためには国会の外で多くの皆さんに声を上げていただくことが不可欠だ」と訴え、集まった約１万４千人（主催者発表）の組合員に協力を求めた。
　さらに岡田氏は「衆院で強行採決がなされ、安倍内閣の支持率はがくんと落ち、法案の反対はさらに増えた」と強調。「私たちが国会の中と外でそれぞれ共同してがんばることで、強行採決ができない状態を作り出していくことを目指そう」と呼び掛けた。
　法案賛成の組合員も抱える連合は、これまで大規模な安保関連法案の反対集会を控えてきた。だが、古賀伸明会長は、１２人の比例代表候補を民主党から擁立する来夏の参院選を、連合にとっても勝負どころととらえており、集会では「国民の声に耳を傾けない安倍政権に明確にノーを突きつけよう」と述べ、民主党と歩調をあわせた。
　民主党は法案が衆院を通過した７月下旬以降、こうした街頭戦に力を入れる。幹部が手分けをして全国各地で街頭演説を展開。今月７日には、新たに「権力の暴走を許さない。」とのポスターを作製して地方組織に配布し、お盆返上で「反安倍」を訴えてきた。
　ただ、国会では首相や閣僚、自民党議員らの失言の追及に力を入れ、対案の提出も未定のまま。場外戦へのシフトは、国会での力不足の反映ともいえそうだ。
しんぶん赤旗　2015年8月23日(日)

戦争法案必ず廃案に　弁護士会奮闘の夏　集会・パレード・シンポ・講師派遣…

　戦争法案を廃案に追い込もうと、全国各地の弁護士会が取り組みを広げています。日本弁護士連合会によると、弁護士会が呼びかけた大規模な集会やパレード、街頭宣伝、シンポジウムなどは、戦争法案が衆院本会議で強行採決された７月１６日以降だけでも２２都道府県で行われました。各種集会、学習会に弁護士が講師として参加するケースも多くあります。
日弁連、２６日大集会
　集会とパレードに取り組んだ鳥取県（８月２日）と、岡山県（７月２５日）はそれぞれ１５００人が参加。滋賀県の集会（２０日）には１３００人が集まりました。安倍首相の地元・山口県（８月９日）には約５００人。
　日弁連が東京都内で開いたシンポジウムは、３５０人が集まり、パネリストの山崎拓・元自民党副総裁らの発言に沸きました。
　今後も、弁護士会が主催する集会などが予定されています。日弁連は２６日、「安保法案廃案へ！立憲主義を守り抜く大集会＆パレード」を東京都千代田区の日比谷野外音楽堂で計画しています。また同日、「安保関連法案に反対する学者の会」と合同記者会見も行います。２３日に栃木県弁護士会、２９日には京都弁護士会や兵庫県弁護士会（４カ所）が集会を開催。山形県弁護士会は３０日、集会を開きます。
しんぶん赤旗　2015年8月23日(日)

戦争法案阻止へ声大きく　共産党　きょうから全国宣伝週間
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（写真）訴える、わたなべ結・参院大阪選挙区予定候補＝２２日、大阪市


　戦争法案の強行採決を許すかどうか、緊迫した情勢のもと、日本共産党は、“列島騒然”の状況をつくりだすため、２３日から３０日まで「戦争法案阻止　全国いっせい宣伝週間｣に全支部･全党員が立ち上がろうとよびかけています。各地の集会、デモを成功させるなど国民的たたかいに全党が合流するとともに、党独自に戦争法案廃案の署名､ハンドマイク宣伝､ビラ､ポスターなど可能な最大限の行動を具体化します。
　党の宣伝には、絶対に戦争法案を止めてほしいと住民から激励が寄せられています。大阪市では２２日、わたなべ結・参院大阪選挙区予定候補がキャラバン宣伝を行い、「若者を戦場に送らせない。戦争法案廃案に、の声を大きく」と気迫を込めて訴えました。足を止めた女性（４６）は「安倍首相の考えは理解できない」と話しました。
　全国の党支部・後援会は、「宣伝週間」で、ハンドマイク宣伝やスタンディング、集い、署名行動など党独自の取り組みを強めます。埼玉県は、２３日だけで５０００カ所の街頭宣伝を計画。「宣伝週間」中、東京都では３万回、京都府では２万回の街頭宣伝を行い、静岡では、２４日に全駅頭１００カ所で宣伝、３０日までに全自治体で１０００カ所宣伝をめざすなど、行動を広げます。
「安保法案反対の会」９０大学に　教員・学生ら活動拡大
東京新聞　2015年8月23日 朝刊
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　全国の九十大学で、安全保障関連法案に反対する教員や学生らによる有志の会が発足したことが二十二日、ノーベル賞受賞者の益川敏英氏らがつくる「安全保障関連法案に反対する学者の会」のまとめで分かった。
　九十大学のほか、東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島の三県では大学有志が共同で会をつくり、愛媛、高知両県など県単位で設立するケースも。大学関係者の間で法案反対の動きが広がりをみせている。
　有志の会は、衆院で法案の採決が強行された七月中旬ごろから急増した。九十校は国公私立大全七百七十九校の一割超。各大学ではホームページを開設して反対声明への賛同者を募ったり、シンポジウムを開いて法案の問題点を議論したりしている。
　慶応大有志は声明で「安全保障政策についての現実的な議論は重要だが、法の支配を捨て、憲法の空文化をもたらすなら事実上の独裁と呼ばざるをえない。法案が間違いなくもたらす立憲主義と学問の自由の危機を憂慮する」と批判。早稲田大有志は「安倍政権による憲法無視・国民無視の暴走に抗議する」とした。
　九州大有志は、「法案は民主主義、人権尊重、平和主義に戦後最大の『変更』を迫ろうとしている」と危機感を表明している。
　「学者の会」は八月二十六日、各大学の有志を集めて東京都内で記者会見し、あらためて廃案を訴える予定。同会に寄せられた研究者の賛同署名は、二十一日現在で一万三千人を超えている。
「重大な立法権侵害」　憲法研究者６５人声明
東京新聞　2015年8月22日 朝刊
　陸海空の自衛隊の一体運用を担う統合幕僚監部（統幕）が、法案成立を前提に新たな部隊運用などの資料を作成した問題を受けて、憲法研究者のグループは二十一日、緊急声明を発表した。声明は防衛省、自衛隊について「議会制民主主義を軽視し、『軍部独走』の批判を免れない」と指摘。国会に「厳正な対応」を求めた。
　声明の共同発表者は、六月三日に出された安保法案の廃案を求める声明に賛同した研究者が中心。二十一日午後までに三輪隆・埼玉大名誉教授、小沢隆一・東京慈恵医大教授、只野雅人・一橋大教授、稲正樹・国際基督教大客員教授ら六十五人に上った。
　国会内で記者会見した三輪氏は「資料には、法案を基に今後の政策の方向性に立ち入った記述がある。国会の立法権の重大な侵害で、与党議員も怒るべき問題だ」と述べた。小沢氏は「資料作成に関わった幹部などの証人喚問が必要だ」と国会に対応を促した。
　声明は、違憲の疑いがある安保法案の成立を見越して自衛隊の検討課題を示すことは、国会軽視だと強調。法案と日米防衛協力指針（ガイドライン）との関係に関し「日本の防衛当局にとってガイドラインが最上位の規範であることが露骨に示されている」と批判した。
「議会制民主主義を軽視」　自衛隊内部資料で憲法学者６３人
東京新聞　2015年8月21日 夕刊
 

	防衛省の内部資料に関し声明を発表し記者会見する埼玉大の三輪隆名誉教授（右から２人目）ら憲法研究者＝２１日、東京・永田町の参院議員会館で（川上智世撮影）
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　憲法研究者グループが二十一日、陸海空の自衛隊を一体運用する統合幕僚監部（統幕）が、法案成立を前提に新たな部隊運用などの資料を作成した問題について、防衛省・自衛隊の行為を議会制民主主義の軽視だとして、内閣をチェックする国会に厳正な対応を求める緊急声明を発表した。
　三輪隆・埼玉大名誉教授、小沢隆一・東京慈恵医大教授、只野雅人・一橋大教授、稲正樹・国際基督教大客員教授ら六十三人の憲法研究者が共同で声明を出した。三輪氏は記者会見で「資料は（自衛隊内部の）運用内容にまで言及していて、国会の立法権の重大な侵害だ。与党議員も怒らないといけない」と述べた。
　声明では、資料について「軍事作戦の策定や運用に当たる組織が、合憲性に疑義のある安保関連法案の成立を予定して検討課題を示すことは、憲法上の重大な問題だ」と指摘した。
　資料は、自衛隊の南シナ海での警戒監視活動への関与の検討などに言及している。声明は、資料が言及した具体事例について「国会審議は全く不十分だが、文書は法施行後ただちに実施することを予定している」と指摘。「議会制民主主義のプロセスよりも防衛実務の事情を優先した対応」と批判した。
若者が一斉に「安保法案反対」　全国６４カ所、シールズ主導
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　安全保障関連法案に反対し、東京・表参道をデモ行進する「ＳＥＡＬＤｓ」のメンバーら＝２３日夕
　安全保障関連法案に反対する大学生らのグループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が呼び掛けた「全国若者一斉行動」が２３日、各地で行われた。シールズによると、北海道から沖縄までの６４カ所でデモや集会が実施され、若い世代の反対運動が広がりを見せた。参加者らは「法案は戦争への道を開く」「私たちの行動は政権にも影響を与えるはずだ」と訴えた。
　東京都港区の青山公園で開かれたシールズの集会には、若者や家族連れが続々と集結。約６５００人が渋谷方面に向け、ラップ調の「憲法守れ」「戦争反対」とのコールを上げながらデモ行進をした。
2015/08/23 19:40   【共同通信】
若者たちがデモや集会 安保法案反対訴え
NHK　8月23日 21時05分
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国会で審議中の安全保障関連法案に反対する若者たちが、２３日、全国でデモや集会を開き、法案への反対を訴えました。
これは安全保障関連法案に反対する若者のグループなどが呼びかけて行ったもので、東京では、港区・六本木の公園に、高校生や大学生などが集まりました。参加者は、「憲法を守れ」などと書かれたプラカードを掲げて渋谷駅の近くまで歩き、ラップ調のリズムで「戦争反対」とか「命を守れ、子どもを守れ」などと訴えました。参加した団体によりますと、このデモ行進には若者などおよそ６５００人が加わったということです。
　高校３年生の女子生徒は、「１８歳になり、来年選挙に行くために政治の勉強を始めました。国会は国民の意見にもっと耳を傾けてほしい」と話していました。
　参加した団体によりますと、２３日は全国の２０か所以上で、同じようなデモや集会が行われたということです。 

安保法案ノー、若者の輪　全国６０カ所以上で集会・デモ
朝日新聞デジタル　2015年8月24日01時36分

熊本市内で行われたデモ行進を先導してマイクを握る上村征良さん（中央）。デモには憲法９条を書いた上着姿の男性も＝２３日午後、熊本市中央区、籏智広太撮影





















　安全保障関連法案をめぐり、２３日も学生らを中心とした抗議行動が全国であった。首都圏の学生らでつくるＳＥＡＬＤｓ（シールズ）などが呼びかけ、集会やデモは全国の６０カ所以上に及んだ。「いま声を上げず、後悔したくない」「自分ができることをしたい」。参加者にはこうした活動は初めてという人も多く、様々な思いが聞かれた。
　「世の中は夏休みで、私だって夏を満喫したい。けど、デモに参加してたら止められたかもしれないと、後悔しながら生きたくないんです」。熊本市の大学２年生、上村征良（せいら）さん（２０）は同市内の公園で、約２００人を前に訴えた。
　政治に関心はなかった。デモを見かけても「迷惑だな」「うるさいな」と思っていた。だが、ネットで法案の中身を知り、東京で若者が立ち上がっているのを見て、突き動かされた。ツイッターで知り合った３人と、「ＷＤＷ熊本」を立ち上げ、２３日が主催する３回目のデモだった。
　関心のない人の気持ちも分かる。だからこそ思う。「同じ思いを持った人が同じ場所に集まることには、本当に意義がある。何回でもデモを続けて、これからを生きていく人たちに少しでも関わってもらいたい」
　福岡・天神では、安保法案の国会提出後に発足した学生や母親らの３団体がデモ行進などをした。その中に、高校２年の女子生徒（１６）もいた。友達とこの問題で話すことはないが、ニュースなどを見て憲法９条が揺らいでいると感じる。「みんながみんな、賛成しているわけではないのに変えてしまうのは嫌」。思い切って初めて参加したという。
安保法案：黙っていたら採決される…全国６４カ所一斉デモ
毎日新聞　2015年08月23日　20時53分（最終更新　08月23日　22時36分）
　参院で審議中の安全保障関連法案に反対している市民や学生らが２３日、全国各地で一斉に抗議活動を行った。主催団体の一つで学生たちがつくる「自由と民主主義のための学生緊急行動」（ＳＥＡＬＤｓ＝シールズ）によると、この日は東京都心や仙台、京都、福岡など全国６４カ所で抗議が繰り広げられ、このうち２０カ所以上ではシールズなど若者らの団体が関与。同法案への抗議活動としては過去最大規模という。
　抗議活動を呼びかけるホームページの声明は、「本当は夏休みだから、勉強もしたいし、遊びたいし、旅行もしたい。だけど、黙っていたら『戦争法案』が採決される」と危機感を表明した。


全国一斉で呼びかけられた安全保障関連法案に反対するデモに参加する人たち＝東京都渋谷区で２０１５年８月２３日午後６時２１分、後藤由耶撮影
　都内では午後５時ごろから港区の青山公園に、学生や高校生を含む幅広い年代の約６５００人（主催者発表）が集まり、デモ行進した。【狩野智彦】
産経新聞　2015.8.23 16:34更新 

首相に「バカか、お前は」　連合主催集会でシールズメンバー　安保法案反対の具体論語らず
「首相はクーデター」「病院に行って辞めた方がいい」
　安全保障関連法案反対のデモ活動を行う学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の中核メンバーである奥田愛基氏が２３日、連合が主催した国会前の反安保関連法案集会に参加し、安倍晋三首相について「バカか、お前は」などと訴え、退陣を迫った。奥田氏は安保関連法案のどの部分が反対かは一切語らなかった一方、週刊誌や民主党議員らの発言を元にしたとみられる情報で「首相は早く病院に行って辞めた方がいい」「どうでもいいなら総理をやめろ」などと批判した。
　「こんな暑い日の中、真っ昼間からこんなことはしたくない」と切り出した奥田氏は、「残念ながら、このようなあり得ない政権がいるから、こうやってあり得ないことをやらなきゃいけないわけですよ。『ふざけんな！』って話ですよ」と訴えた。
　連合が招いた奥田氏は、シールズを批判し、その後週刊誌の金銭トラブル疑惑報道で自民党を離党した武藤貴也衆院議員についても言及。「戦争に行きたくないのは利己的だという議員がいましたけど、そんなこと言っていない」と反論し、「お前らが言っていることが極端で利己的な意見だ。ふざけんなよと思っていたら、案の定、ちょっと利己的な発想があったのか、自民党を去られた」と述べた。
　約６分間のあいさつで、奥田氏から安保関連法案そのものに触れた発言はなかった。関連した話題としては立憲主義にわずかに言及しただけで、奥田氏は「中学生の公民の教科書に立憲主義と書いてある。憲法とは権力者を縛るものだと書いてある」と指摘した。その上で「権力者が憲法違反のことをしたらどうなるか。政治家をお辞めになるしかない。それかクーデターだ。そのようなことが起こっている」と述べ、「安倍首相がクーデターを起こしている」との趣旨で訴えた。だが、安保関連法案のどの部分が憲法違反なのかについては最後まで一切語らなかった。
　さらに奥田氏は「一言でいうと、バカなんじゃないかなと思いながら見ている」と首相を批判。「国会の傍聴には行かない。首相が『どうでもいい』なんてやじを飛ばしたが、ああいうことを見ると、靴でも投げそうになるのでインターネットを通して見るようにする」と述べた。
　奥田氏が指摘したのは、２１日の参院平和安全法制特別委員会で民主党の蓮舫代表代行が質問している最中の首相のやじとみられる。蓮舫氏は「『そんなことどうでもいいじゃん』とはどういうことか」と首相を攻撃したが、実際は「まあいいじゃないか」とのやじを飛ばした首相は「どうでもいいと言ったわけではない」と否定していた。
　しかし、奥田氏は蓮舫氏の主張に沿って「どうでもいい」発言を事実とした上で、「どうでもいいなら首相をやめろ。バカか、お前は」とアピール。さらに「『バカか』とかひどいことを言っても、あんまり伝わらない。もうちょっと優しく言えば、僕は首相の体調が非常に心配なので、早く病院に行かれてお辞めになられた方がいい」と語った。首相の事務所が抗議文を送付した週刊文春の「吐血」報道を元にしたようだ。
　奥田氏は最後に「本当に通したらまずいぞっていう空気をドンドン作っていきましょう」と連合組合員に呼び掛け、ラップ調で「どうでもいいなら総理をやめろ」「憲法を守れ」「戦争反対」「安倍は辞めろ」と連呼してあいさつを締めくくった。集会には民主党の岡田克也代表も参加したが、奥田氏のあいさつの前に会場を後にしていた。
首相は積極的平和の言葉「盗用」　平和学の父・ガルトゥング氏
琉球新報　2015年8月23日 9:46  


北東アジアの「平和の傘」構想を沖縄から提起することを強調するヨハン・ガルトゥング氏＝２２日、浦添市のてだこ大ホール 


　「平和学の父」として世界的に知られるヨハン・ガルトゥング氏は２２日、浦添市のてだこ大ホールで開かれた「戦後７０年　ガルトゥング氏が語る『積極的平和』と沖縄」（琉球新報社、新外交イニシアティブ主催）の講演で来県した。講演に先立ち、新基地建設が進む名護市辺野古を視察し「安倍首相は『積極的平和』という言葉を盗用し、私が意図した本来の意味とは正反対のことをしようとしている」と政府姿勢を批判した。講演では、国会で議論されている集団的自衛権の行使について「時代遅れの安全保障」と、世界の潮流に逆行すると断じた。その上で「北東アジアの平和の傘構想を沖縄から積極的に提起していくべきだ」と強調した。
　世界の趨勢（すうせい）は軍事基地をなくしていく「新しい平和秩序」に向かっているとし、ヨーロッパ共同体（ＥＵ）や東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）などに遅れて北東アジアも２０２０年には共同体形成へ向かうと予測した。
　日本、ロシア、韓国、北朝鮮、中国、台湾の６カ国による北東アジアにおいて「沖縄は地理的に非常に重要な位置にある」と指摘。尖閣諸島や竹島、北方領土の問題で日本は台湾以外とは好ましくない関係にあるとし、核の傘ではなく「平和の傘を築く必要性がある」と述べた。その上で、独立の気概をもって特別県になるなどして国際機関を誘致し、共同体の本部を置けるよう早く名乗りを上げることも提唱した。
　また沖縄は米国と日本に植民地のように扱われてきたとの認識を示した。それを乗り越えるには、単に「基地反対」を叫ぶだけではなく、北東アジアの平和を積極的に提起するよう話した。周辺国の非政府組織（ＮＧＯ）を沖縄に招き、問題解決に向けて協議することを提案した。
　講演後、石原昌家沖縄国際大名誉教授、高里鈴代基地・軍隊を許さない行動する女たちの会共同代表、我部政明琉球大教授が登壇し、意見を交わした。約７００人の聴衆が熱心に話を聞いた。
「積極的平和、沖縄から提案を」　ガルトゥング氏が講演
朝日新聞デジタル　2015年8月23日01時24分
　ノルウェーの平和学者、ヨハン・ガルトゥング博士（８４）が２２日、沖縄県

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/浦添市.html" \o "浦添市のトピックスを開く"
浦添市で講演し、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の県内移設計画に関連し、「政府が嫌がるのは、『積極的平和』の考えに基づく新たな提案を沖縄側からすることだ」と述べた。

講演するガルトゥング博士＝２２日、沖縄県浦添市

　博士は、貧困や差別といった構造的な暴力のない状態を「積極的平和」と定義。移設計画について、「日米両政府が進める『プランＡ』（第一案）は東京やワシントンから遠いところに軍事基地を置こうとするもの。軍拡は他国を刺激し、戦争につながる可能性もある。積極的平和を通じた『プランＢ』（別の提案）が大事だ」と訴えた。
専守防衛は不変＝「徴兵制あり得ない」－菅長官
　菅義偉官房長官は２２日、青森県弘前市で講演し、安全保障関連法案について「非常に誤解されている。わが国の平和国家としての歩み、非核三原則、専守防衛、こうした基本方針は全く変わっていない」と述べ、理解を求めた。
　さらに菅長官は、「戦争法案だとか徴兵制復活だとか、全くありもしないことだ。そうしたことが一部野党やマスコミから宣伝されているが、日本の自衛のためであり、他国のために一緒に戦争するものではない」と説明した。
　菅長官は緊張が高まる朝鮮半島情勢にも触れ、「北朝鮮は今年何回もミサイル実験をし、核開発も進んでいる。今は韓国との間でこの数日間、緊迫状況が続いている」と述べ、関連法案成立の必要性を訴えた。（時事通信2015/08/22-19:21）
官房長官 安保法案 今国会成立の考え重ねて示す
NHK　8月22日 16時34分
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菅官房長官は青森県弘前市で講演し、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案について、「ほかの国のために一緒に戦争するものではなく、あくまでも日本の自衛のための法案だ」と強調し、今の国会で成立させたいという考えを重ねて示しました。
この中で菅官房長官は、安全保障関連法案について、「ほかの国のために一緒に戦争するものではなく、あくまでも日本の自衛のための法案だ。わが国の平和国家としての歩みや、非核三原則、専守防衛の基本方針は全く変わらない」と述べました。
　そのうえで、菅官房長官は「『戦争法案』とか、『徴兵制復活』だとか、全くありもしないことを一部の野党やマスコミが宣伝しているが、そうした誤解を解くべく、国会で丁寧にしっかり説明させていただきながら、法案を成立させていきたい」と述べ、今の国会で成立させたいという考えを重ねて示しました。
　また、菅官房長官は北朝鮮と韓国との間で緊張が高まっていることについて、「数日間、緊迫状況が続いており、危機管理の徹底を図らなければならない」と述べ、関係国と緊密に連携して情報の収集に努め、警戒を続ける考えを示しました。 

安保法案「あくまでも日本の自衛のため」　菅官房長官
朝日新聞デジタル　2015年8月22日17時54分
■菅義偉官房長官
　北朝鮮はミサイル実験を今年に入って何回となくやっている。核開発も進んでいる。そして今は韓国との間でこの数日間、緊迫状況が続いている。かつてこの青森と秋田のあたりをミサイルが通過した事案もあった。例えば、この日本海でアメリカのイージス艦が北朝鮮から攻撃されても日本は攻撃することはできない。日本を守ってくれているアメリカのイージス艦へのミサイル攻撃を防ぐことができない。（それを可能にする安全保障法案は）あくまでも日本の自衛のためであり、我が国の平和国家としての歩みや非核三原則、専守防衛、こうした基本方針は全く変わらない。（青森県
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弘前市内の講演で）
しんぶん赤旗　(2015年8月23日(日)

概算要求　軍事費、過去最大５兆円超　防衛省方針　オスプレイ購入経費も
　防衛省は２０１６年度予算の軍事費概算要求に、米軍再編経費などを含む総額５兆９１１億円を計上する方針を固めました。政府関係者が２２日までに明らかにしました。１５年度当初予算比２・２％増で、要求増は４年連続、要求額は過去最大となります。要求が通った場合、復興特別会計などを除く軍事費の本体部分だけで初めて５兆円を超えます。「中国脅威」を前面に出し、垂直離着陸機オスプレイ１２機（１３２１億円）の購入などを盛り込みました。
　ただ、オスプレイの佐賀空港への配備については、関連経費の計上を見送りました。佐賀県の山口祥義知事が受け入れに慎重姿勢を示しているためです。
　南西諸島の増強の一環として、鹿児島県・奄美大島と沖縄県・宮古島への警備部隊配置のため、用地取得費などとして１９４億円を計上。また、航空自衛隊の次期主力戦闘機Ｆ３５を６機（１０３５億円）取得するほか、弾道ミサイル防衛を担うイージス艦１隻の建造費（１６７５億円）も盛り込みました。
　米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古「移設」経費を含む在日米軍再編経費は、「仮置き」で１５年度予算と同額の３０７８億円としました。
　このほか、機種選定中として具体的な購入額は明示しなかったものの新型空中給油機の取得を明記。宇宙空間での日米協力を強化する監視システムの設計費も要求しました。
しんぶん赤旗　2015年8月23日(日)

自衛隊・統幕内部文書　首相・防衛相　正当化は成り立たない
「指示の範囲内」「内容に問題ない」というが…　国会に説明ないものばかり
　戦争法案の「８月成立・来年２月施行」を前提に、自衛隊の詳細な運用計画を検討していた自衛隊統合幕僚監部の内部文書。日本共産党の小池晃議員が１１日の参院安保法制特別委員会で暴露し、「重大な国会軽視」「軍部の独走」などといった批判が広がりました。ところが、安倍政権は“何が悪いのか”と開き直っています。（以下、質疑はすべて参院安保特でのもの）
　「資料の内容は私の指示の範囲内であり、文民統制上も問題はない」。中谷元・防衛相は１９日、内部文書について、こう強弁しました。安倍晋三首相も２１日、この見解を追認しました。
　中谷氏の説明によれば、戦争法案が閣議決定された翌日の５月１５日、「法案の内容について一層分析、研究に努めるとともに、隊員に対しての周知を行うよう」指示。「私（中谷氏）の指示を踏まえて」統幕が作成し、同２６日に防衛省内部部局や自衛隊の主要指揮官が出席したビデオ会議で資料の内容を説明したといいます（表）。しかし、この説明には重大な問題があります。
国会無視は明白
　まず、「分析・研究」というものの、文書には、戦争法案の成立を前提とした「主要検討事項」を列挙。単なる「分析・研究」を超えた具体的な計画が記述されており、国会無視は明らかです。
　しかも、「安保法案については国会審議が第一であり、法案成立後に検討を始めるものだ」という中谷氏自身の答弁（１１日）と明らかに矛盾します。
　この点を突かれた中谷氏は「一般的に、政府は政省令の検討など、法律の成立前でも施行に必要な事項に係る研究作業を行う」と弁明しました。（１９日）
　しかし､｢一般論｣ですむ問題ではありません｡｢自衛隊という実力組織を具体的にどう動かすかを事前に検討するのは､一般的な法律の検討とはわけがちがう｣(小池氏)のです｡
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軍部丸投げ
　「文民統制上も問題がない」といいますが、中谷氏はこの内部文書について、小池氏が８月１１日に暴露するまで、自らの「指示」以降、３カ月近く、読んでいなかったと答弁しています。（１９日）
　これが事実なら、国民多数が反対する法案の「検討」を軍部に丸投げしていたことになります。「それでシビリアンコントロール（文民統制）ができているとは、笑わせるな」（小池氏、２１日）というものです。
内容は重大
　「（内部文書の）内容に問題はない」。首相らはこう述べています。しかし、何より重大なのは、「内容」そのものです。
　小池氏が取り上げただけでも、法案の具体化で次のようなものがあります。(1)南シナ海への軍事的関与(2)来年３月から、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）派遣部隊が「駆けつけ警護」を実施(3)米軍等の「武器等防護」実施に伴う交戦規則（ＲＯＥ）の策定…。これらは一切、国会や国民に説明していません。「（首相は）丁寧にと言うが、自衛隊の中でこれだけ丁寧にやっている」（小池氏、２１日）だけなのです。
　重大なのは、戦争法案と一体で具体化が進む日米軍事協力の指針（ガイドライン）に関連して、米軍・自衛隊の指揮系統の中枢になる「同盟調整メカニズム」（ＡＣＭ）の中に、「軍軍間の調整所」を設けることが初めて記され、中谷氏が１９日、「軍軍」とは「米軍・自衛隊」のことだと認めたことです。
　首相は、「あくまで便宜的な表現であり、問題があるとは考えていない」と強弁。憲法違反の実力組織を「軍」と呼ぶことを当然視しました。（２１日）
　安倍政権の下で実力組織が暴走し、米軍とともに海外で武力行使を行う…。戦争法案の危険性がいっそう浮き彫りになっています。
陸自、総合火力演習を公開＝終了後オスプレイ飛来－静岡・東富士
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一般公開された陸上自衛隊の実弾射撃訓練「富士総合火力演習」＝２３日午前、静岡県御殿場市の東富士演習場
　国内最大規模となる陸上自衛隊の実弾射撃訓練「富士総合火力演習」が２３日、東富士演習場（静岡県御殿場市など）で一般公開された。離島防衛を想定し、中谷元防衛相も視察した。
　演習には隊員約２３００人が参加し、戦車・装甲車約８０両、火砲約６０門、航空機約２０機などを使用。離島に敵が侵攻したシナリオでは、ヘリコプターから隊員や車両を降下させるなどして偵察を行い、奪回のため戦車による射撃を行った。
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富士総合火力演習の終了直後、飛来した米海兵隊のＭＶ２２オスプレイ＝２３日午後、静岡県御殿場市の東富士演習場
　演習は隊員教育とＰＲを目的に１９６１年に始まり、６６年から一般公開されている。２３日は見学者約２万６０００人が来場し、約２時間にわたり富士山麓にミサイルや砲弾が打ち込まれた。使用した弾薬は約３６トンで、経費は弾薬のみで約３億９０００万円。
　演習終了直後、米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ１機が会場上空を飛行した。陸自は離島防衛などの一環としてオスプレイの導入を予定しており、国民に理解を深めてもらうことを目的に米軍に要請したという。（時事通信2015/08/23-16:46）2015/08/23-16:46

オスプレイ 陸自演習に　「安全ＰＲ」米軍に飛行要請 きょう一般公開
東京新聞　2015年8月23日 朝刊
 

	低空で東富士演習場の上空を飛ぶ垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ＝６月４日、静岡県御殿場市で（立浪基博撮影）
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　陸上自衛隊東富士演習場（静岡県御殿場市など）で二十三日に一般公開される実弾演習に合わせ、陸自が米海兵隊に垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイの飛来を要請していたことが、陸自への取材で分かった。陸自独自のオスプレイ導入をにらみ、約三万人の来場者の前で同機をＰＲする狙いだが、安全性への懸念は解消されておらず、地元からは疑問の声も上がる。　（中山高志）
　この演習は、「富士総合火力演習」（総火演）。陸自広報室などによると、実弾演習が終わる正午すぎ、オスプレイ一～四機が会場上空を飛行する予定だ。
　米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）所属のＭＶ２２オスプレイが二十一日から二十九日まで、東富士演習場と北富士演習場（山梨県）で離着陸訓練をする可能性があり、二十一日には実際に訓練があった。総火演会場でもこれらのオスプレイが飛ぶとみられる。
　総火演は十八～二十三日のうち四日間で行われ、二十三日が一般公開される。当日の実弾演習では最新式の戦車や戦闘ヘリコプターなどが登場。国内最大規模の演習で、事前に応募した一般客ら三万人が来場を予定。インターネット中継もある。
　陸自は二〇一八年度までにオスプレイ十七機を導入予定で、一五年度予算には五機分を計上。飛行要請について広報室は「オスプレイを取得する上で、国民に理解を深めてもらうことが目的。共同訓練ではない」と説明している。
　米軍のオスプレイは海兵隊が主に輸送用として使うＭＶ２２と、空軍の特殊作戦機ＣＶ２２があり、最新の事故率はＣＶ２２の方がＭＶ２２よりも高いとされる。だが、五月にはハワイでＭＶ２２が着陸に失敗し、海兵隊員二人が死亡した。日本国内ではＭＶ２２二十四機を普天間飛行場に配備しており、一七年後半にはＣＶ２２三機が横田基地（東京都福生市など）に配備される。
　在日米軍について調査する市民団体「リムピース」の頼（らい）和太郎さん（６６）は「演習で多くの人に見せることで安全性を宣伝する狙いがあると思うが、短い時間の飛行では証明にならない。オスプレイは乱気流に弱いなどの危険性があり、導入するべきではない」と指摘する。
　市民団体「オスプレイに反対する東富士住民の会」事務局長の渡辺希一さん（６３）は「陸自がオスプレイを取得すること自体が問題。そこまでして理解を求める必要があるのか」と疑問を投げかけた。
陸自 離島防衛想定した大規模演習を公開
NHK 8月23日 14時32分
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陸上自衛隊は、離島が侵攻されたことを想定した大規模な実弾射撃の演習を公開し、会場では、防衛省が導入を計画しているアメリカ軍の新型輸送機オスプレイも飛行しました。
陸上自衛隊は毎年、静岡県の東富士演習場で実弾を使った大規模な演習を公開していて、ことしは戦車などおよそ８０両の車両と２０機の航空機などが参加しました。
　演習は去年に続き、離島が侵攻されたのを受けて、陸海空の自衛隊が共同で対処することを想定して行われ、ヘリコプターから隊員や車両を降ろして状況を偵察したうえで、戦車の射撃などによって離島を奪回するまでの手順を確認しました。
　離島防衛を巡って、防衛省は、今後、３０００人規模の上陸作戦の専門部隊「水陸機動団」を新設するとともに、アメリカ軍の新型輸送機オスプレイ１７機を導入し、態勢を強化するとしています。
　会場では演習が終わったあと、アメリカ軍が沖縄に配備しているオスプレイも飛行しました。陸上自衛隊はオスプレイの飛行について、「導入に向け国民の理解を得るため、アメリカ軍に要請した」としています。
　また、２３日は、２２日の演習で戦車の砲弾の部品が見学席に飛び、男性２人が軽いけがをしたことを受けて、同じタイプの砲弾の使用が取りやめられました。 

陸自、国内最大の実弾演習を公開　２万６千人が見学
朝日新聞デジタル　2015年8月23日22時31分

国内最大規模の陸上自衛隊の実弾射撃「富士総合火力演習」で、演習終了後に飛来した米海兵隊の垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイ＝２３日午後、静岡県御殿場市の陸上自衛隊東富士演習場、仙波理撮影













　陸上自衛隊による国内最大規模の実弾射撃訓練「富士総合火力演習」が２３日、静岡県の東富士演習場であった。侵攻された島を奪還する想定での攻撃が公開され、抽選に当たった観客ら約２万６千人が見学した。
陸自演習で観客２人けが　砲弾破片当たる　東富士演習場
　演習には、隊員約２３００人、戦車や装甲車約８０両、大砲約６０門、攻撃ヘリなど航空機約２０機が参加し、３６トン、３億９千万円分の弾薬を撃った。前日の予行では、１０式戦車が撃った演習用砲弾の付属品の破片が観客に当たる事故があり、視察した中谷元・防衛相は「原因の究明と安全確保に万全を期し、事故の再発防止に努める」と述べた。この日は、同型戦車は空砲を使った。
　また、演習後には、陸自も離島防衛を掲げて１７機を導入する、米海兵隊の新型輸送機オスプレイがデモ飛行をした。
米イージス艦と情報共有拡大＝ミサイル防衛で新システム－自衛隊
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　防衛省がミサイル防衛の効果を高めるため、米軍のイージス艦との情報共有を強化する。新たに建造する海上自衛隊イージス艦に敵ミサイルの位置情報を味方の艦艇や航空機と共有できるシステム「共同交戦能力（ＣＥＣ）」を装備する。ＣＥＣは米軍イージス艦に装備されており、集団的自衛権を使って自衛隊が米艦を防護する場合に活用することが視野にある。
　ＣＥＣは、敵ミサイルの状況を味方の艦艇や航空機がレーダーで探知し、離れた場所にいるイージス艦に瞬時に伝達、共有するシステム。現在、イージス艦は自らのレーダーが探知した場合だけミサイル迎撃が可能だが、ＣＥＣにより味方の艦艇や航空機の情報でミサイルを迎撃できるようになる。
　政府は集団的自衛権を行使して日本周辺海域で邦人輸送やミサイル警戒に従事している米艦艇の防護を可能とする安全保障関連法案を国会に提出、参院で審議が続いている。
　中谷元防衛相は国会答弁で「北朝鮮のミサイルはわが国にとって脅威だ。ミサイル防衛には日米の情報共有が必要だ」などと強調。法案の成立後に装備を進め、米艦を狙ったミサイルを自衛隊のイージス艦が撃ち落とす態勢を強化する。
　自衛隊は２０１３年に決定した中期防衛力整備計画（中期防）で新たに２隻のイージス艦を建造する計画で、２０年度からＣＥＣを装備したイージス艦の運用を目指している。（時事通信2015/08/23-14:44）
米軍施設で爆発、火災＝倉庫全焼、放水できず―神奈川・相模原
時事通信 8月24日(月)1時39分配信 

　24日午前0時45分ごろ、相模原市中央区にある米陸軍施設「相模総合補給廠」で「爆発音がした」と119番があった。
　相模原市消防局などによると、施設内の倉庫一棟約100平方メートルが全焼したが、倉庫の内容物が不明なため放水活動はできていない。けが人はいなかった。
　神奈川県警相模原署や同消防局によると、爆発音は10回以上聞こえた。爆発はその後止まり、火勢も衰えてきており、同日午前3時ごろには鎮圧状態に向かったという。隣接する建物はなく、延焼はなかった。
　現場はJR横浜線相模原駅と矢部駅の間で、線路から北に400～500メートル離れた位置にある倉庫。米軍側の説明では倉庫内にはボンベと酸化物が入っていたとされ、爆発時、ボンベのような物が周辺に飛び散ったとみられる。米軍側の規制のため警察や消防は当初、現場に近づけなかった。
　消防車と救急車計14台が出動したが、内容物が危険な可能性があるため、放水はせずに米軍側と消火方法を協議している。
　在日米軍司令部によると、爆発の原因は不明。倉庫は危険物質の保管設備ではなく、弾薬や放射性物質を蓄えてはいないという。
　相模原市などによると、相模総合補給廠は、相模原、矢部両駅間の北側全域に広がる約200ヘクタールの米陸軍施設。敷地内には物資の保管倉庫や修理工場などがある。周辺には住宅や工場などが密集し、小学校や高校、大学なども隣接している。　
米軍施設で爆発、火災＝倉庫全焼、放水できず－神奈川・相模原
　２４日午前０時４５分ごろ、相模原市中央区にある米陸軍施設「相模総合補給廠」で「爆発音がした」と１１９番があった。相模原市消防局などによると、施設内の倉庫一棟約１００平方メートルが全焼したが、倉庫の内容物が不明なため放水活動はできていない。けが人はいなかった。
　神奈川県警相模原署や同消防局によると、爆発音は１０回以上聞こえた。爆発はその後止まり、火勢も衰えてきており、同日午前３時ごろには鎮圧状態に向かったという。隣接する建物はなく、延焼はなかった。
　現場はＪＲ横浜線相模原駅と矢部駅の間で、線路から北に４００～５００メートル離れた位置にある倉庫。米軍側の説明では倉庫内にはボンベと酸化物が入っていたとされ、爆発時、ボンベのような物が周辺に飛び散ったとみられる。米軍側の規制のため警察や消防は当初、現場に近づけなかった。
　消防車と救急車計１４台が出動したが、内容物が危険な可能性があるため、放水はせずに米軍側と消火方法を協議している。
　在日米軍司令部によると、爆発の原因は不明。倉庫は危険物質の保管設備ではなく、弾薬や放射性物質を蓄えてはいないという。
　相模原市などによると、相模総合補給廠は、相模原、矢部両駅間の北側全域に広がる約２００ヘクタールの米陸軍施設。敷地内には物資の保管倉庫や修理工場などがある。周辺には住宅や工場などが密集し、小学校や高校、大学なども隣接している。（時事通信2015/08/24-05:34）2015/08/24-05:34

米軍補給基地で爆発 倉庫１棟火災 相模原
NHK　8月24日 4時44分
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２４日未明、相模原市にあるアメリカ軍の補給基地内で爆発があり、倉庫１棟で火災が発生しました。ほかの施設への延焼はなく、けが人はいないということで、警察や消防で詳しい状況を調べています。
２４日午前０時４５分、相模原市にあるアメリカ陸軍の補給基地「相模総合補給廠」の職員から「爆発があって火災が発生した模様だ」という通報が消防にありました。
　また付近の住民からも「基地内から爆発音が数回聞こえた」という通報が消防などに寄せらました。
火災が起きたのは「相模総合補給廠」の敷地内にある倉庫１棟で、消防によりますと、消防車１０数台が出動し、倉庫内で燃えているものが特定できなかったため放水はしなかったということですが、火の勢いは収まりつつあり、ほかの施設への延焼などもないということです。
　警察や消防によりますとけが人はいないということです。
　また基地の周辺には住宅や商業施設などが建ち並んでいますが、火災のあった倉庫は基地の中心付近にあり、敷地の外まで最も近いところで５００メートルほど離れていて、今のところ、住民から被害の連絡は入っていないということです。
　基地を管理する在日アメリカ陸軍の関係者は消防に対して、「火災が起きた倉庫ではボンベと酸化物を保管していて、それに引火したようだ」と説明しているということで、警察や消防で詳しい状況を調べています。 

相模総合補給廠とは
相模原市のホームページによりますと「相模総合補給廠」は、相模原市中央区の矢部新田と上矢部、それに小山にまたがるアメリカ軍基地で、１９６ヘクタール余りの敷地に、物資の保管倉庫や修理工場などの施設があるということです。基地の周辺には住宅地が立ち並んでいるほか、南側にはＪＲ横浜線の相模原駅や矢部駅があり、西側には保育園、東側には大学や高校が隣接しています。
　防衛省によりますと、基地の中には食料や日用品のような生活物資が保管されているということです。また、爆発があったのは、基地の西門から数百メートル北側の倉庫で起きたという情報があり、現在、確認を急いでいるということです。
　また、神奈川県のホームページによりますと、用途は工場で、在日アメリカ陸軍基地管理本部が管理し、軍用の物資の保管や修理などの兵たん業務を行い、従業員数はことしの５月現在で５６２人となっています。
　この基地を巡っては、これまでに、太平洋戦争当時の焼夷弾が基地の中で見つかり、不発弾処理されたほか、９年前の平成１８年に日米両政府が合意した在日アメリカ軍の再編計画に基づき、これまでにおよそ１７ヘクタールが返還されたほか、敷地の西側の一部およそ３５ヘクタールについて日本との共同使用が合意されました。
